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⑩⑩  LLDDCC  にに対対すするる  TTRRIIPPSS  協協定定  6666  条条  11  項項にに基基づづくく経経過過

期期間間延延長長要要請請  

TRIPS 協定 66 条 1 に基づく経過期間は、LDC 

からの正当な理由のある要請に基づいて TRIPS 理

事会が認めることとなっており、これまで 2 回、

2005 年 11 月 29 日及び 2013 年 6 月 11 日の 

TRIPS 理事会において延長が認められた。本議題

は、チャド（ LDC グループ代表）から、2021 年 

7 月 1 日を期限とする LDC 経過措置に関し、期

限の延長（終期の明示なし）及び LDC を卒業した

場合にも卒業の日から 12 年間、TRIPS 協定の規

定（ 3 条から 5 条を除く）を適用しない旨提案

がなされたことを受け、10 月の通常会合から新

たに登録されたもの。 

2021 年 6 月の追加通常会合において、延長の

期間を13 年（ 2034 年 7 月 1 日）とすることが

採択された。なお、複数の LDC や途上国から、

LDC が COVID-19 パンデミックで受けている状況

を考慮する必要があることなどに触れ、LDC 卒業

後の経過措置の必要性に言及し、LDC が利用可能

な WTO における「特別かつ異なる待遇」（※ 

TRIPS 協定  66 条 1 項の経過措置も含まれる。）

を、LDC を卒業してから一定期間（ 12 年間）ま

で適用可能とする閣僚会議決定案が一般理事会に

おいて建設的に議論されることを望む旨発言があ

った。 

 

⑪⑪紛紛争争案案件件  

TRIPS 協定発効から 2024 年 2 月末までに、44 件の 

TRIPS 協定に関わる紛争案件について協議要請がなさ

れ、うち 22 件のパネルが設置された（資料編第 3 章

参照）。 

近年では、ウクライナ（ DS434 ）・ホンジュラス

（ DS435 ）・ドミニカ共和国（ DS441 ）・キューバ

（ DS458 ）・インドネシア（ DS467 ）が豪州のタバ

コ製品の包装に関する規制措置について協議要請（そ

れぞれ 2012 年 3 月、4 月、7 月及び 2013 年 5 月）

を行った事案がある。2014 年 4 月の DSB 会合で統一

パネルが設置されたが、DS434 については、2015 年 5 

月に DSU 12 条 12 項に基づくウクライナの要請によ

り手続が停止し、12 か月経過をもって終了した。本

件措置は、タバコ包装について、①一定面積以上に所

定の様式による健康被害警告を表示することを義務付

け、②商標の使用を原則禁止としつつ、銘柄名・企業名

等についてのみ所定の背景色・フォント・箇所に記載す

ることを許容し（図形的商標の使用禁止）、③形状、表

面処理、材料、色等の仕様を制限するものであり、本件

手続では、表示・包装・ラベル等に関する強制規格とし

ての側面に関する TBT 協定上の論点の他、商標規制とし

ての側面に関して TRIPS 協定上の多数の論点が争点とな

った。TRIPS 協定上の商標に関する具体的な論点は、原

産国で登録された商標を他国でもそのまま登録・保護す

べきとするパリ条約 6 条の 5 に反するか（同協定 2 条 

1 項）、（タバコ製品という）物品の性質に基づく商標

登録の障害にあたるか（同 15 条 4 項）、商標の保護

は、第三者の使用を排除する消極的権利に留まるか、積

極的に使用する権利まで含まれるか（同 16 条 1 項）、

「商標の商業上の使用は…特別な要件により不当に妨げ

られてはならない」という同 20 条に違反しないか、等

が挙げられる。 

本ケースについては、2018 年 6 月にパネル報告書が

発出され、パネルは、いずれの争点についても協定不整

合性を認めなかった。その後、ホンジュラス

（ DS435 ）・ドミニカ共和国（ DS441 ）の 2 国が上訴

していたものの、2020 年 6 月、上級委員会はパネル報

告書を支持し、豪州の措置が協定違反ではないとする最

終報告書を配布したことにより終了した。パネル報告書

の概要については、第 Ⅱ 部第 11 章（基準認証）２．

主要ケース（ 7 ）参照。 

なお、2022 年 2 月には、EU が中国の禁訴令に

関する措置について協議要請を行った（ DS611 ）。

同年 12 月には EU がパネル設置要請を行い、2023 

年 1 月、パネルが設置され、我が国は第三国参加

を表明した。 

2000 年までの案件は、経過期間が満了していた先進

国相互間の事案、協定発効と同時にすべての加盟国に

履行義務が生じた内国民待遇・最恵国待遇についての

先進国から開発途上国への事案が占めていたが、近年

の TRIPS 協定関連の紛争処理の申立ては鈍化してきて

いる。我が国としては、各国法制度の TRIPS 協定整合

性といった制度面の問題ばかりでなく、権利者からの 

協力を得つつ権利行使手続や取締り等の実効面・運用

面での TRIPS 協定の履行状況の問題についても積極的

な把握に努めるとともに、加盟国間での紛争案件の動

向についても注視し、また、TRIPS 協定の実効性を十

全ならしめるための適切な対応を講じることが望まし

い。 
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第第１１４４章章  

政政府府調調達達  
  
  

１１．．ルルーールルのの外外観観  
 

  

（（１１））政政府府調調達達のの経経済済的的視視点点及及びび意意義義  
  

政府調達とは、政府機関や地方政府等公共セクター

が購入又はリースによって行う物品及びサービスの調

達を意味する。 

政府調達市場の規模、各国経済に占める割合につい

ては、国によっても異なるが、一般的には、GDP の 10 ％ 

から 15 ％程度を占めていると言われている1。したが

って、政府調達における内外差別的な措置が、自由なモ

ノ・サービスの流れに及ぼす歪曲効果は看過できず、ま

た、近年における経済活動のソフト化、サービス化の

進展も勘案すると、その世界経済に及ぼす影響は大き

い。 

政府調達における国内産品優遇政策は、国家安全保

障を目的としたもののほか、特に開発途上国において

は、特定産業の保護・育成等の産業政策を目的として

行われることが多い。そのような内外差別的な調達は、

当該産業政策の目標達成のために短期的には一定の貢

献をすることになる反面、外国からの入札を含む十分

な競争環境の創出が恣意的に妨げられることで、調達

サイドにとって最低価格かつ最良の物品やサービスの

調達を妨げ、ひいては、政府予算の最大限の活用を阻

害することとなる。また、入札を行う側にとっては、

外国企業の市場参入の機会が制限されるのはもちろん

のこと、自国産業に対しては過度の保護を行うことと

なる結果、被保護産業の自主的な経営努力や製品開発

努力等の意欲を損ない、結果として当該産業の弱体化

に繋がることにもなりうる。更には、市場規模が大き

い政府調達とリンクする形で国内産業の保護・育成が 

 
1 https://www.wto.org/english/tratop_e/gproc_e/gproc_e.htm 

行われれば、補助金の規律の意義が損なわれ、自由貿

易体制における少なからぬ撹乱要因となりうる。 

 
（（２２））政政府府調調達達にに関関すするる協協定定のの成成

立立・・改改正正経経緯緯  
  

上記のような政府調達の国際貿易に及ぼす影響を

無視することはできないとの認識が GATT の主要締約

国間で広がり、1979 年 4 月、東京ラウンドにおいて、

内国民待遇及び無差別待遇並びにこれらを確保するた

めの公平及び透明な調達手続を規定する「政府調達に

関する協定」（以下「政府調達協定」という。）が複

数国間協定として成立、1981 年 1 月から発効した。 

その後、ウルグアイ・ラウンドと並行して、協定条

文の見直し及び適用範囲の拡大を目的とした政府調達

協定の改正交渉が開始され、1994 年 4 月、新たな政府

調達協定が署名され、1996 年 1 月 1 日に発効した。 

その後、1994 年の政府調達協定の改正交渉も行われた

が、この交渉は 2011 年 12 月に妥結し、2012 年 3 月に

「政府調達に関する協定を改正する議定書」が採択さ

れた。改正後の政府調達協定は、我が国については、2014 

年 4 月に発効した。2021 年 1 月 1 日に英国とスイ

スが改正後の議定書を採択したことにより、現在の

締約国・地域にはすべて改正後の政府調達協定が適

用されている。 

 

（（３３））法法的的規規律律のの概概要要  
政府調達協定は、WTO 加盟国が任意に加入する複数

国間の貿易協定であり、協定のルールは締約国間での

み適用される。政府調達協定は、調達に関する手続の
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ルールを定める「本文」と、協定が適用される政府

調達の範囲を定める「付表」からなる。現行の政府

調達協定(改正後の政府調達協定)は、次のような点

で、内国民待遇原則及び無差別待遇原則並びにこれ

らを確保するための公平・透明な調達手続等の充

実・強化を図っている。 

 

①①適適用用範範囲囲のの対対象象物物品品・・ササーービビスス、、基基準準額額及及びび対対象象

機機関関  

各国が政府調達協定のルールの適用対象とする具

体的な物品・サービス、基準額及び対象機関は、協定

の附属書に掲げられている（図表Ⅱ-14 参照）。 

＜＜図図表表ⅡⅡ--1144＞＞改改正正協協定定ににおおけけるる主主要要国国ののココミミッットトメメンントトのの概概要要     

対 象 機 関 日 本 米 国 E U カナダ 韓 国 

中央政府機関 すべての中央

政府機関（立

法・司法機関 

を含む） 

連邦政府機関 EU 理事会・欧州

委 員 会 及 び

E U  2 7  カ国

の中央政府機関 

中央行政府機関 

（ 一部司法機関

を含むが、立法機

関は含まない） 

ほぼすべての

中央行政機関 

地方政府機関 47 都道府県

及び19 政令

指定都市 

37 州 EU 27 カ国の地

方政府機関（市

町村レベルを 

含む） 

10 州及び3準州 ソウル特別市

等 16 市及び 3 

市における区 

その他の機関 特殊法人、独

立行政法人等

の計 114 機関 

TVA、エネルギ

ー省傘下の機

関、セント・ロ

ーレンス航路

開発公社等の 

計 10 機関 

水道、電気、港

湾及び空港、輸

送分野の機関 

10 の連邦政府関

係企業 

（ Crown 

Corporation ） 

韓国産業銀行

等 24 機関 

基準額（特段の記載ある場合を除き、単位＝万SDR） 

 日 本 米 国 E U カ ナ ダ 韓 国 

①物 品 中央政府機関 10 13 13 13 13 

 地方政府機関 20 35.5 20 35.5 20（40） 

 その他の機関 13 25万USD 40 35.5 40 

   ＊1

（40） 

   

②サービス（建設・ 中央政府機関 10 13 13 13 13 

エンジニアリング・ 地方政府機関 20 35.5 20 35.5 20（40） 

サービスを除く） その他の機関 13 25万USD 40 35.5 40 

   ＊1

（40） 

   

③建設サービス 中央政府機関 450 500 500 500 500 

 地方政府機関 1,500 500 500 500 1,500 

 その他の機関 1,500 500 500 500 1,500 

  ＊2

（450） 

    

④建設・エンジニア 中央政府機関 45 13 13 13 13 

リング・サービス 地方政府機関 150 35.5 20 35.5 20（40） 

その他の技術的サ その他の機関 45 25万USD 40 35.5 40 

ービス   ＊（40）    

＊1 米国は、米国ドルをもって基準額を通報しているが、一部機関については 40 万 SDR。 
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ルールを定める「本文」と、協定が適用される政府

調達の範囲を定める「付表」からなる。現行の政府

調達協定(改正後の政府調達協定)は、次のような点

で、内国民待遇原則及び無差別待遇原則並びにこれ

らを確保するための公平・透明な調達手続等の充

実・強化を図っている。 

 

①①適適用用範範囲囲のの対対象象物物品品・・ササーービビスス、、基基準準額額及及びび対対象象

機機関関  

各国が政府調達協定のルールの適用対象とする具

体的な物品・サービス、基準額及び対象機関は、協定

の附属書に掲げられている（図表Ⅱ-14 参照）。 

＜＜図図表表ⅡⅡ--1144＞＞改改正正協協定定ににおおけけるる主主要要国国ののココミミッットトメメンントトのの概概要要     

対 象 機 関 日 本 米 国 E U カナダ 韓 国 

中央政府機関 すべての中央

政府機関（立

法・司法機関 

を含む） 

連邦政府機関 EU 理事会・欧州

委 員 会 及 び

E U  2 7  カ国

の中央政府機関 

中央行政府機関 

（ 一部司法機関

を含むが、立法機

関は含まない） 

ほぼすべての

中央行政機関 

地方政府機関 47 都道府県

及び19 政令

指定都市 

37 州 EU 27 カ国の地

方政府機関（市

町村レベルを 

含む） 

10 州及び3準州 ソウル特別市

等 16 市及び 3 

市における区 

その他の機関 特殊法人、独

立行政法人等

の計 114 機関 

TVA、エネルギ

ー省傘下の機

関、セント・ロ

ーレンス航路

開発公社等の 

計 10 機関 

水道、電気、港

湾及び空港、輸

送分野の機関 

10 の連邦政府関

係企業 

（ Crown 

Corporation ） 

韓国産業銀行

等 24 機関 

基準額（特段の記載ある場合を除き、単位＝万SDR） 

 日 本 米 国 E U カ ナ ダ 韓 国 

①物 品 中央政府機関 10 13 13 13 13 

 地方政府機関 20 35.5 20 35.5 20（40） 

 その他の機関 13 25万USD 40 35.5 40 

   ＊1

（40） 

   

②サービス（建設・ 中央政府機関 10 13 13 13 13 

エンジニアリング・ 地方政府機関 20 35.5 20 35.5 20（40） 

サービスを除く） その他の機関 13 25万USD 40 35.5 40 

   ＊1

（40） 

   

③建設サービス 中央政府機関 450 500 500 500 500 

 地方政府機関 1,500 500 500 500 1,500 

 その他の機関 1,500 500 500 500 1,500 

  ＊2

（450） 

    

④建設・エンジニア 中央政府機関 45 13 13 13 13 

リング・サービス 地方政府機関 150 35.5 20 35.5 20（40） 

その他の技術的サ その他の機関 45 25万USD 40 35.5 40 

ービス   ＊（40）    

＊1 米国は、米国ドルをもって基準額を通報しているが、一部機関については 40 万 SDR。 
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なお、1SDR=約 1.40USD (米国が WTO に通報した 2022-2023 年に適用される換算率により算出) 

＊2 日本は、一部機関については450万SDR。 
 
②②電電子子的的手手段段のの活活用用  

一般原則において、電子的手段を使用する際の調達

機関の義務事項が明記されている（4 条 3 項）。ま

た、調達計画の公示における電子的手段の奨励、入札

期限に関して電子的手段を活用した場合は入札期限の

短縮が可能となることについても規定された（ 7 条 

1 項、11 条 5 項、14 条）。 

 

③③開開発発途途上上国国のの加加入入促促進進  

現在の政府調達協定締約国のほとんどが先進国であ

り、潜在的に大きな政府調達市場を有する開発途上国

の加入促進が今後の重要な課題の一つである。そのた

め、開発途上国の新規加入を促進するための規定が整

備された。具体的には、開発途上国に対する、加入交

渉中及び実施の過程における S＆D（特別かつ異なる

待遇）の提供、加入時における既存の締約国による協

定の適用範囲の最優遇の提供、加入後の協定適用移行

期間における特別の扱い（開発途上国産品に対する価

格優遇、オフセット、調達対象機関及び分野の段階的

な追加、通常より高い基準額など）、加入や実施に関

連した技術協力及びキャパシティ・ビルディングの提

供などである。 

 

④④苦苦情情申申立立手手続続  

政府機関の調達手続に政府調達協定違反があったと

考える供給者が、苦情を申立てることが可能となるよ

うな制度を整備することが義務づけられた。提起され

た苦情は、裁判所又は調達の結果に何ら利害関係を有

しない公正かつ独立した機関によって審査され、協定

違反の是正措置、損害賠償等が行われることとなる。 

日本においては中央政府機関及びその他の機関の調

達に関して内閣府に政府調達苦情検討委員会を設置し

てこれらの苦情処理を行っており、1996 年以降、24 

件の申立てを処理している 2。 

 

⑤⑤適適用用範範囲囲のの修修正正にに関関すするる異異議議申申立立てて  

各締約国が、対象としている調達機関について、機

関の名称変更等に伴ってその内容の訂正を希望する場

合や民営化等に伴って付表から除外を希望する場合、

また調達対象物品及びサービスの範囲を修正する場合、

 
2 https://www5.cao.go.jp/access/japan/shori-j.html 
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ーランド、スイス、ノルウェー、アイスランド、香港、

リヒテンシュタイン、台湾、イスラエルが異議申し立

てを行い、日本も 2021 年 1 月に異議申し立てを行っ

た。二国間協議で解決に至ることができなかったため、

3 月に日本は仲裁に付託した。その他、EU、カナダ、

スイス、英国、韓国、豪州、イスラエルが仲裁に付託

したが、その後同年 4 月、米国は通報を撤回した。 

 

⑥⑥紛紛争争解解決決手手続続  

政府調達協定に関する紛争については、原則として

紛争解決に係る規則及び手続に関する了解（ DSU ）

が適用されることが規定された。通常の DSU に基づ

く紛争解決手続と異なる点としては、「調達」が迅速

性を求められる手続であることに鑑み、通常の DSU 

に規定されているパネルの審理期間を可能な限り短縮

するという努力規定が設けられた点やクロス・リタリ

エーションが適用されないといった点（政府調達協定

に係る紛争においては、他の分野（サービス、TRIPS 

等）の協定上の譲許又は義務の停止を内容とする対抗

措置の発動が認められず、逆に他の分野の協定に係る

紛争においても、政府調達協定上の譲許又は義務の停

止を内容とする対抗措置の発動は認められない）が挙

げられる。 

 

⑦⑦地地方方政政府府機機関関・・そそのの他他のの機機関関にに対対すするる協協定定上上のの義義  

務務のの軽軽減減  

協定の対象となる地方政府機関・その他の機関の負

担を軽減するため、これらの機関については、簡素化

された入札参加招請手続を利用することができるほか、

統計報告義務が中央政府機関に比べ軽減されている。 

⑧⑧将将来来のの作作業業  

改正協定の発効後、協定の更なる改善や差別的な措

置の削減・撤廃を目的として、更なる交渉を行うこと

が約束された。その一環として、中小企業、統計デー

タ、持続的な調達、協定締約国の付表における除外及

び制限、国際調達における安全基準の 5 つの分野に関

して、具体的な将来の作業計画が策定された。 

 

（（４４））我我がが国国ににおおけけるる政政府府調調達達協協定定にに
関関すするる対対応応  

  

我が国における政府調達に関する一般法規としては、 

中央政府機関については、「会計法」、「予算決算及

び会計令」、「予算決算及び会計令臨時特例」等があ

る。これらの法規は、公平性・機会の均等性・経済性

という理念を有しており、内外無差別性・透明性とい

った基本的な考え方を政府調達協定と共有している。

政府調達協定の対象となる調達手続について、同協定

との整合性を確保するため、国内法令として「国の物

品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」及

び「国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る省令」を定めている。また、地方政府機関及びその

他の機関については、それぞれ地方自治法に基づく特

例政令等及びその他の機関ごとに政府調達協定と適合

した内規等を設け、国内の調達手続と政府調達協定と

の整合性を担保している。 

これらに加え、例えば、政府調達協定上 40 日以上

とされている入札期間を 50 日以上とするなど、同協

定上の手続を上回る日本政府としての自主的措置を策

定している。 

 
 

２２．．最最近近のの動動向向  

 

現在（ 2024 年 2 月末現在）、政府調達協定には 

49 の国・地域が参加する。直近では 2023 年 10 月

に北マケドニアが加入した。今後は、新規加入に向

けた交渉の促進が焦点となる。現在、加入交渉中の国

は、アルバニア、ブラジル、中国、コスタリカ、ジ

ョージア、ヨルダン、カザフスタン、キルギス、オ

マーン、ロシア、タジキスタンの 11 カ国である。直

近では、コスタリカが 2023 年 9 月に加入申請を

おこなっている。特に中国については、その政府調

達市場規模も大きく、また他の未加入国の加入促進へ

の影響も大きいと考えられ、高い約束水準での早期の

加入が望まれる。 

2023 年 1 月、ブラジルでルーラ政権が発足し

た。2023 年 5 月、ブラジルは加入交渉において

同国が提示してきた市場アクセスオファーを取り

下げる決定をしたことを委員会に通知した。ブラ
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ジル政府の発表によると、ブラジルのオファーの

条件が、特に公衆衛生、技術、イノベーションな

どの分野において、国の経済的・社会的発展を促

進する手段としての政府の購買力を利用すること

に厳しい制約を課すものであったとしている。 

 



444




